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１　予算総括

（１）予算編成方針

（２）各会計別予算額
（単位：千円、％）

平 成 31 年 度 平 成 30 年 度 増 減 額 増 減 率

19,150,000 17,300,000 1,850,000 10.7

5,923,000 6,250,000 -327,000 -5.2

604,000 603,000 1,000 0.2

4,897,000 4,894,000 3,000 0.1

11,424,000 11,747,000 -323,000 -2.7

4,271,000 -4,271,000 皆減

2,900 3,400 -500 -14.7

30,576,900 33,321,400 -2,744,500 -8.2

 平成31年度の予算は、富津市経営改革プランの最終年度として「市民の皆さんが自信を持って次世代
にバトンを渡せる富津市づくり」を念頭に、将来に向け持続可能な行政経営を実現していくための礎
となる事業に取り組むとともに、富津市まち・ひと・しごと創生総合戦略に掲げた事業を力強く推進
する編成方針とした。

合 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

      小          計

水 道 事 業 会 計 ※

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

国民健康保険事業特別会計

温 泉 供 給 事 業 特 別 会 計

※富津市水道事業は、平成31年4月1日から「かずさ水道広域連合企業団」に移行します。
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（単位：千円）

　防犯灯ＬＥＤ化事業
　（消費税率引上げに伴う追加分）

平成32年度から平成37年度まで 775

　広域火葬場整備事業
　（設計・建設モニタリング業務委託）

平成32年度から平成35年度まで 5,586

　県営かんがい排水事業（小糸川地区）
　融資年賦償還金
　（平成31～39年度事業期間延長分）

平成31年度から平成64年度まで 660,530

限　　度　　額
　県自治体情報セキュリティクラウド
　運用保守委託料
　（消費税率引上げに伴う追加分）

平成32年度から平成33年度まで 40

　スクールバス運行事業 平成31年度から平成36年度まで 586,605

　広域火葬場整備事業（ＰＦＩ事業） 平成31年度から平成49年度まで

6,833,458千円に金利変動及び物価変
動による増減額並びに消費税及び地
方消費税を加算した額に、「（仮
称）木更津市火葬場整備運営事業」
に関する覚書第７条に基づく負担金
の額等に関する協定に規定する負担
割合を乗じた額の範囲内

（３）債務負担行為[一般会計]

事 項 期　　　　間



（４）地方債[一般会計]

（単位：千円）

限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

44,700

58,600

219,200

21,000

300,500

240,000

719,800

58,100

101,000

810,000

2,572,900合　　　　　　計

臨時財政対策

公民館整備事業

学校教育施設整備事業

起 債 の 目 的

消防施設整備事業

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者との協定
による。ただし、
市財政の都合によ
り据置期間及び償
還期限を短縮し、
又は繰上償還若し
くは低利に借換え
することができ
る。

社会福祉施設整備事業 普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

  ５．０％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金について
、利率の見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率）

旧社会体育館除却事業

一般廃棄物処理事業

上水道事業

漁港整備事業

道路橋梁新設改良事業
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２　一般会計予算前年度比較表
　（１）歳入　款項別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 市税 8,625,590 45.1 8,255,603 47.7 369,987 4.5

1 市民税 2,517,447 13.2 2,435,465 14.1 81,982 3.4

2 固定資産税 5,614,446 29.3 5,351,635 30.9 262,811 4.9

3 軽自動車税 146,058 0.8 139,961 0.8 6,097 4.4

4 市たばこ税 342,272 1.8 324,437 1.9 17,835 5.5

5 入湯税 5,367 0.0 4,105 0.0 1,262 30.7

2 地方譲与税 254,000 1.3 261,000 1.5 -7,000 -2.7

1 地方揮発油譲与税 46,000 0.2 48,000 0.3 -2,000 -4.2

2 自動車重量譲与税 114,000 0.6 123,000 0.7 -9,000 -7.3

3 森林環境譲与税 4,000 0.0 4,000 皆増

4 特別とん譲与税 90,000 0.5 90,000 0.5 0 0.0

3 利子割交付金 1 利子割交付金 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0

4 配当割交付金 1 配当割交付金 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 1 株式等譲渡所得割交付金 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

6 地方消費税交付金 1 地方消費税交付金 811,000 4.2 834,000 4.8 -23,000 -2.8

7 ゴルフ場利用税交付金 1 ゴルフ場利用税交付金 68,000 0.4 66,000 0.4 2,000 3.0

8 自動車取得税交付金 1 自動車取得税交付金 36,000 0.2 63,000 0.4 -27,000 -42.9

9 環境性能割交付金 1 環境性能割交付金 13,000 0.1 13,000 皆増

10 地方特例交付金 69,000 0.4 25,000 0.1 44,000 176.0

1 地方特例交付金 40,000 0.2 25,000 0.1 15,000 60.0

2 （仮称）子ども・子育て支援臨時交付金 29,000 0.2 29,000 皆増

11 地方交付税 849,000 4.4 797,000 4.6 52,000 6.5

1 地方交付税（普通交付税） 689,000 3.6 637,000 3.7 52,000 8.2

1 地方交付税（特別交付税） 160,000 0.8 160,000 0.9 0 0.0

12 交通安全対策特別交付金 1 交通安全対策特別交付金 4,500 0.0 4,500 0.0 0 0.0

13 分担金及び負担金 134,407 0.7 190,521 1.1 -56,114 -29.5

1 分担金 14,123 0.1 12,854 0.1 1,269 9.9

2 負担金 120,284 0.6 177,667 1.0 -57,383 -32.3

比　　　　　較平 成 31 年 度 平 成 30 年 度
款 項



当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

比　　　　　較平 成 31 年 度 平 成 30 年 度
款 項

14 使用料及び手数料 268,834 1.4 269,499 1.6 -665 -0.2

1 使用料 58,358 0.3 74,630 0.5 -16,272 -21.8

2 手数料 210,476 1.1 194,869 1.1 15,607 8.0

15 国庫支出金 2,604,648 13.6 2,068,048 12.0 536,600 25.9

1 国庫負担金 2,175,956 11.4 1,742,487 10.1 433,469 24.9

2 国庫補助金 417,190 2.2 312,988 1.8 104,202 33.3

3 委託金 11,502 0.0 12,573 0.1 -1,071 -8.5

16 県支出金 1,419,664 7.4 1,370,371 7.9 49,293 3.6

1 県負担金 741,383 3.9 709,452 4.1 31,931 4.5

2 県補助金 559,599 2.9 570,256 3.3 -10,657 -1.9

3 委託金 118,682 0.6 90,663 0.5 28,019 30.9

17 財産収入 20,848 0.1 20,737 0.1 111 0.5

1 財産運用収入 20,845 0.1 20,735 0.1 110 0.5

2 財産売払収入 3 0.0 2 0.0 1 50.0

18 寄附金 1 寄附金 504,110 2.6 500,112 2.9 3,998 0.8

19 繰入金 203,818 1.1 171,234 1.0 32,584 19.0

1 基金繰入金 203,817 1.1 171,233 1.0 32,584 19.0

2 特別会計繰入金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

20 繰越金 1 繰越金 100,000 0.5 150,000 0.9 -50,000 -33.3

21 諸収入 545,681 2.9 459,275 2.7 86,406 18.8

1 延滞金加算金及び過料 20,002 0.1 20,002 0.1 0 0.0

2 預金利子 1 0.0 1 0.0 0 0.0

3 貸付金元利収入 70,672 0.4 70,756 0.4 -84 -0.1

4 受託事業収入 33,899 0.2 35,850 0.2 -1,951 -5.4

5 雑入 421,107 2.2 332,666 2.0 88,441 26.6

22 市債 1 市債 2,572,900 13.4 1,749,100 10.1 823,800 47.1

19,150,000 100.0 17,300,000 100.0 1,850,000 10.7

うち特定財源　　　 6,882,101 35.9 5,471,316 31.6 1,410,785 25.8

うち一般財源　　　 12,267,899 64.1 11,828,684 68.4 439,215 3.7

合 計

－5－



－6－

　（２）歳出　款項別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

1 議会費 1 議会費 175,913 0.9 175,929 1.0 -16 0.0

2 総務費 2,777,385 14.5 2,618,543 15.1 158,842 6.1

1 総務管理費 2,145,452 11.2 2,079,528 12.0 65,924 3.2

2 徴税費 366,266 1.9 323,106 1.9 43,160 13.4

3 戸籍住民基本台帳費 154,243 0.8 148,795 0.8 5,448 3.7

4 選挙費 79,802 0.4 34,695 0.2 45,107 130.0

5 統計調査費 15,080 0.1 16,293 0.1 -1,213 -7.4

6 監査委員費 16,542 0.1 16,126 0.1 416 2.6

3 民生費 6,438,432 33.6 6,245,534 36.1 192,898 3.1

1 社会福祉費 3,732,586 19.5 3,631,477 21.0 101,109 2.8

2 児童福祉費 1,980,011 10.3 1,873,106 10.8 106,905 5.7

3 生活保護費 725,222 3.8 740,337 4.3 -15,115 -2.0

4 災害救助費 613 0.0 614 0.0 -1 -0.2

4 衛生費 1,964,933 10.3 1,658,796 9.6 306,137 18.5

1 保健衛生費 739,365 3.9 714,641 4.1 24,724 3.5

2 清掃費 1,005,463 5.3 899,764 5.2 105,699 11.7

3 上水道費 220,105 1.1 44,391 0.3 175,714 395.8

5 労働費 1 労働諸費 539 0.0 158 0.0 381 241.1

6 農林水産業費 697,990 3.6 705,240 4.1 -7,250 -1.0

1 農業費 305,474 1.6 322,068 1.9 -16,594 -5.2

2 林業費 38,362 0.2 25,205 0.1 13,157 52.2

3 水産業費 354,154 1.8 357,967 2.1 -3,813 -1.1

比　　　　　較平 成 30 年 度
款 項

平 成 31 年 度



当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

比　　　　　較平 成 30 年 度
款 項

平 成 31 年 度

7 商工費 1 商工費 450,806 2.3 208,825 1.2 241,981 115.9

8 土木費 1,308,273 6.9 1,412,678 8.2 -104,405 -7.4

1 土木管理費 108,432 0.6 78,435 0.5 29,997 38.2

2 道路橋梁費 763,520 4.0 653,332 3.8 110,188 16.9

3 河川費 1,954 0.0 1,907 0.0 47 2.5

4 港湾費 4,445 0.0 1,914 0.0 2,531 132.2

5 都市計画費 396,197 2.1 642,863 3.7 -246,666 -38.4

6 住宅費 33,725 0.2 34,227 0.2 -502 -1.5

9 消防費 1 消防費 1,100,817 5.7 1,073,626 6.2 27,191 2.5

10 教育費 2,598,081 13.6 1,589,001 9.2 1,009,080 63.5

1 教育総務費 313,952 1.6 297,513 1.7 16,439 5.5

2 小学校費 186,063 1.0 166,441 1.0 19,622 11.8

3 中学校費 1,287,381 6.7 395,954 2.3 891,427 225.1

4 社会教育費 302,963 1.6 356,413 2.1 -53,450 -15.0

5 保健体育費 507,722 2.7 372,680 2.1 135,042 36.2

11 災害復旧費 1 公共土木施設災害復旧費 3,723 0.0 3,667 0.0 56 1.5

12 公債費 1 公債費 1,533,163 8.0 1,492,739 8.6 40,424 2.7

13 諸支出金 1 普通財産取得費 49,945 0.3 65,264 0.4 -15,319 -23.5

14 予備費 1 予備費 50,000 0.3 50,000 0.3 0 0.0

19,150,000 100.0 17,300,000 100.0 1,850,000 10.7合 計
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　（３）歳出　性質別 （単位：千円、％）

当 初 予 算 額 構 成 比 当 初 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

1 人件費 3,938,262 20.6 3,845,204 22.2 93,058 2.4

2 物件費 3,256,004 17.0 2,872,083 16.6 383,921 13.4

3 維持補修費 130,963 0.7 156,112 0.9 -25,149 -16.1

4 扶助費 3,565,434 18.6 3,526,378 20.4 39,056 1.1

5 補助費等 1,426,543 7.4 1,232,747 7.1 193,796 15.7

6 普通建設事業費 2,580,602 13.5 1,667,426 9.7 913,176 54.8

7 災害復旧事業費 3,723 0.0 3,667 0.0 56 1.5

8 公債費 1,533,163 8.0 1,492,739 8.6 40,424 2.7

9 積立金 304,967 1.6 247,930 1.4 57,037 23.0

10 投資及び出資金 219,570 1.1 44,193 0.3 175,377 396.8

11 貸付金 71,680 0.4 72,400 0.4 -720 -1.0

12 繰出金 2,069,089 10.8 2,089,121 12.1 -20,032 -1.0

13 予備費 50,000 0.3 50,000 0.3 0 0.0

19,150,000 100.0 17,300,000 100.0 1,850,000 10.7合 計

比　　　　　較平 成 31 年 度 平 成 30 年 度
区 分



３　一般会計の主な事業別予算の概要

　※区分欄の「総」は総合戦略、「新」は新規事業、「拡」は拡充事業 （単位：千円）

国 庫 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1 総務費
庁舎管理費
（庁舎中長期保全計画策定業務委託料）

新 5,000 5,000
市役所本庁舎の機能維持のための保全計画
を策定

2 総務費
基金費
（公共施設維持管理基金積立金）

100,068 100,068
積立金
・利子分
・積立分

3 総務費
移住・定住促進事業
（定住奨励金）

35,460 35,460 定住奨励金　339件

4 総務費
移住・定住促進事業
（地域おこし協力隊関係費）

総 3,992 3,992
地域おこし協力隊関係費（1名）
・報償費
・活動費補助金

5 総務費
移住・定住促進事業
（ＵＩＪターンによる起業・就業者創出事業
補助金）

総
・
新

5,000 3,750 1,250
移住及び就業に関する一定の要件を満たす
東京圏からの移住者に対して補助金を交付
（5件）

6 総務費 ふるさとふっつ応援寄附関係費 総 299,239 299,239

ふるさとふっつ応援寄附目標額 5億円
・報償費（返礼品）
・ＰＲイベント関係費
・払込取扱い手数料及び
　各種ポータルサイト利用手数料
・返礼品発注管理等業務委託料　等

7 総務費
市民活動支援事業
（市民活動災害補償制度）

総 1,584 1,584
市民活動をより活性化していくための「市
民活動災害補償制度」

予 算 額

左 の 財 源 内 訳

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

事業
番号

目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分
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国 庫 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

予 算 額

左 の 財 源 内 訳

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

事業
番号

目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分

8 総務費

公共交通計画推進事業
（おでかけモデルプラン関係費、タクシー利
用料金助成、二次交通確保事業、市移動手段
確保等支援）

総
・
新

14,758 14,758

・おでかけモデルプラン関係費
　プラン提案者報償費
・タクシー利用料金助成
　運転免許非保有の高齢者、障害者や妊産
婦のタクシー利用料金を助成（助成金額
500円/回）
・（仮称）浅間山バスストップ二次交通確
保事業補助金
　カーシェアリング誘致にあたり、事業者
へ初期導入経費を支援
・市移動手段確保等支援事業補助金
　地域で必要な移動手段の検討や導入を行
う地域団体に対する支援

9 総務費
防犯事業関係費
（自主防犯団体支援、防犯カメラ設置、千葉
犯罪被害者支援センター賛助会費）

新 761 230 531

・自主防犯団体への活動支援物資の交付
（設立時支援・2団体）
・防犯カメラ設置運用
・千葉犯罪被害者支援センター賛助会費

10 総務費
賦課徴収関係費
（クレジット納付関連） 新 1,602 1,602

市税をクレジットカードで納付できるサー
ビスを平成31年4月から開始

11 総務費
戸籍住民基本台帳関係費
（旅券事務関連）

新 600 600 0
平成31年10月から市民課窓口での旅券の申
請、受け取りを開始

12 総務費 参議院議員選挙費 新 26,605 26,365 240
参議院議員選挙の実施
平成31年7月28日任期満了

13 総務費 県議会議員選挙費 12,694 12,694 0
県議会議員選挙の実施
平成31年4月29日任期満了

14 総務費 市議会議員選挙費 新 13,192 13,192
市議会議員選挙の執行準備
平成32年4月24日任期満了



国 庫 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

予 算 額

左 の 財 源 内 訳

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

事業
番号

目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分

15 民生費
結婚支援事業
（婚活支援事業補助金）

総 900 900
結婚を望む独身男女が出会うための交流
会・講習会等を開催する市内企業や団体に
対し、補助金を交付

16 民生費
生活困窮者自立支援事業
（自立相談支援事業委託料）
（住居確保給付金）

10,551 7,912 2,639
生活保護に至る前の生活困窮者に対する自
立支援を強化するため、自立相談支援事業
及び住居確保給付金の支給を実施

17 民生費
生活困窮者自立支援事業
（子どもの学習支援事業委託料）

新 4,275 2,137 2,138
生活困窮世帯の子どもが安心して集まり、
学習ができる環境を提供するための学習支
援を平成31年7月から実施

18 民生費 シルバー人材センター運営事業 3,000 3,000
高齢者に就業機会を提供し、生きがいの充
実及び社会参加の促進を図る富津市シル
バー人材センターへの運営費補助

19 民生費 重度心身障害者医療費等助成事業 94,242 47,003 47,239
重度心身障害者の健康の保持と生活の安定
のため、医療費等の一部を助成

20 民生費 介護・訓練等給付事業 1,007,926 503,563 254,485 249,878
障害者総合支援法に規定されている介護給
付及び訓練等給付の障害福祉サービスを給
付

21 （第3子以降の保育料の完全無料化） 総

・対象施設
　　保育所（園）
　　認定こども園
　　地域型保育施設
・対象人数等
 　121人、30,648千円

22 民生費
子育て応援きずな事業
（指定収集袋製造業務等委託料（新生児支給
用））

総 202 202
新生児のいる世帯の経済的負担の軽減を図
るため、紙おむつ処理用の可燃ごみ専用袋
を支給

23 民生費
子育て応援きずな事業
（赤ちゃん休憩室設置費補助金）

総 900 900 0

乳幼児を抱える家族が安心して外出できる
環境作りを進めるため、授乳、おむつ替え
等のための設備を設置した事業者に対し補
助金を交付
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24 民生費
子育て応援きずな事業
（ファミリーサポートセンター利用促進事業
補助金）

総 90 90
ファミリーサポートセンターの利用促進を
図るため、新規会員の利用料の一部無料化
を実施

25 民生費 子ども医療対策費 118,730 35,012 44,400 39,318
子どもの医療に要する費用の全部又は一部
を給付（中学校３年生まで対象）

26 民生費
子ども・子育て支援事業
（第Ⅱ期子ども・子育て支援事業計画策定業
務委託料）

新 3,762 3,700 62
平成30年度に実施したニーズ調査に基づ
き、平成32年度から5年間の第Ⅱ期子ど
も・子育て支援事業計画を策定

27 民生費
子ども・子育て支援事業
（各種補助金）

総 94,096 31,362 31,362 31,372

乳幼児期の教育・保育の総合的な提供や、
地域での子育て支援を充実させるための各
種補助金
・地域子育て支援拠点事業補助金
・一時預かり事業補助金
・延長保育事業補助金
・病後児保育事業補助金
・放課後児童健全育成事業補助金
・ファミリーサポートセンター事業補助金

28 民生費 （仮称）地域交流支援センター設置事業 総 69,420 2,666 2,666 44,700 11,000 8,388

子育て世帯の支援や高齢者・学生などの多
様な世代の交流を促進する拠点施設の設置

平成32年4月開設予定

29 民生費
生活保護関係費
（被保護者就労支援事業委託料）

3,876 2,907 969
生活保護受給開始後、一定期間内に就労し
自立が見込まれる者を対象として、集中的
な就労支援を実施

30 民生費 生活保護扶助費 678,378 508,780 3,265 2 166,331 生活保護法に基づく各種扶助

31 衛生費
保健衛生総務関係費
（歯科衛生士報酬）

新 2,352 2,352
幼児期から高齢者までの歯科検診や口腔指
導の更なる充実を図るため、歯科衛生士を
新たに配置
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32 衛生費 君津中央病院企業団負担金 280,426 280,426
君津中央病院企業団の本院、分院及び看護
学校の運営費等に係る負担金

33 衛生費 成人歯科健康診査事業 総 1,115 457 658
歯の喪失を予防することにより、食べる楽
しみを享受し、高齢期においても健康を維
持できるよう歯科検診を実施

34 衛生費 母子保健事業 総 24,750 170 170 24,410
妊産婦及び乳幼児の健康増進、子育て支援
のための母子健診・訪問指導等

35 衛生費 予防接種事業 81,815 81,815 感染症の予防及びまん延の防止

36 衛生費 がん検診事業 28,574 430 3,103 25,041

各種がん検診事業の実施
・胃がん検診
・結核、肺がん検診
・子宮がん検診
・乳がん検診
・大腸がん検診

37 衛生費 特定不妊治療費助成事業 総 1,800 1,800
不妊に悩み治療を受ける方々に対して、経
済的負担の軽減を図るため、特定不妊治療
費の一部を助成

38 衛生費 妊娠・出産包括支援事業 総 781 390 391
出産後の支援が必要な母子のために医療機
関での産後ケアサービスを実施

39 衛生費 広域火葬場整備事業 総 8,790 8,790

広域火葬場整備事業負担金
・設計・建設モニタリング業務委託
・市道234-2号整備事業道路詳細設計業務
委託

40 衛生費 君津地域広域廃棄物処理事業 475,401 174,399 301,002
㈱かずさクリーンシステムへの廃棄物処理
委託【債務負担行為】
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41 衛生費 第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事業
総
・
新

2,198 2,198

第２期君津地域広域廃棄物処理施設整備事
業負担金
・木更津市廃棄物処理事業準備室諸費用
・整備運営事業者選定委員会費
・アドバイザリー業務委託

42 衛生費
クリーンセンター管理運営事業
（クリーンセンター改修工事）

拡 78,211 58,600 15,000 4,611
クリーンセンターの適正かつ安定的な機能
維持を図る設備更新工事

43 衛生費 かずさ水道広域連合企業団関係費
総
・
新

220,105 219,200 905
かずさ水道広域連合企業団に対する上水道
事業負担金及び出資金
【債務負担行為】

44 農林水産
業費

農作物被害対策事業
総
・
拡

83,906 68,340 15,566

有害鳥獣による農作物への被害防止対策
・鳥獣被害対策実施隊員報酬
・有害鳥獣捕獲事業委託料
・鳥獣被害防止総合対策交付金
・狩猟免許取得促進事業補助金
・イノシシ棲み家撲滅特別対策事業補助金
[拡充]

45
農林水産

業費
多面的機能支払交付金事業 総 16,961 13,187 3,774

農業者等で構成する組織が地域で取り組む
農地・農業用施設等の多面的機能を支える
共同活動を支援

46
農林水産

業費

水産業振興総務関係費
（県水産多面的機能発揮対策地域協議会負担
金）

2,058 2,058

水産多面的機能発揮対策（アサリの稚貝の
沈着促進及び干潟の耕うん、貝類を捕食す
る魚類の駆除）に係る協議会への負担金
・富津漁業協同組合
・新富津漁業協同組合

47
農林水産

業費
東京湾漁業総合対策事業
（共同利用施設設置事業補助金）

20,677 20,677 0
のり養殖浸漬処理船の設置費補助
・富津漁業協同組合
・新富津漁業協同組合

48
農林水産

業費
東京湾漁業総合対策事業
（漁場改良事業補助金）

新 6,080 5,600 480
漁場覆砂工事に係る補助金
・富津漁業協同組合
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49 農林水産
業費

ノリ共同利用施設建設事業 総 214,238 206,838 7,400

ノリ共同加工施設の設計業務委託及び建設
工事・工事監理業務委託に係る補助金
・富津漁業協同組合（建設工事・工事監理
業務委託）
・新富津漁業協同組合（設計業務委託）

50
農林水産

業費
荷さばき施設建設事業 新 9,238 8,238 1,000

水産物荷さばき施設の設計業務委託に係る
補助金
・天羽漁業協同組合

51
農林水産

業費
水産増殖事業
（魚貝類種苗放流事業補助金）

10,000 10,000
アサリの放流事業に係る補助金
・富津漁業協同組合

52
農林水産

業費
漁港整備事業
（富津漁港水産流通基盤整備事業負担金）

31,250 18,300 10,416 2,534
水産物の供給基地である県営富津漁港の整
備に係る地元負担金
・新富津漁業協同組合

53
農林水産

業費

漁港整備事業
（富津漁港水産物供給基盤機能保全事業負担
金）

3,750 1,250 2,500
水産物の供給基地である県営富津漁港の機
能保全事業に係る地元負担金
・富津市下洲漁業協同組合

54
農林水産

業費
水産物供給基盤機能保全事業 9,300 4,650 2,700 1,550 400

市営漁港機能保全計画に基づく機能保全工
事
・大貫漁港

55 商工費
商工振興関係費
（市商工会育成補助金）

総
・
拡

12,300 12,300
商工会が小規模商工事業者のために行う指
導事業及び地域商工振興事業に対する補助

56 商工費 中小企業資金融資対策事業 総 80,130 70,001 10,129

・中小企業資金融資制度に基づく預託及び
利子補給等
・小規模事業者経営改善資金に対する利子
補給

57 商工費
観光施設関係費
（海水浴場管理運営事業）

総 12,534 12,534 海水浴場の開設に伴う監視員の設置等

－15－



－16－

国 庫 支 出 金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

予 算 額

左 の 財 源 内 訳

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

事業
番号

目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分

58 商工費
その他観光施設管理運営事業
（備品）

新 5,000 5,000 新舞子海岸簡易トイレ購入

59 商工費 プレミアム付商品券事業 新 235,000 60,987 174,013 0

平成31年10月の消費税率引上げに伴い、低
所得者及び子育て世帯の消費に与える影響
を緩和するため、プレミアム付商品券を販
売

60 土木費 地籍調査事業 新 30,709 20,541 10,168
地籍調査の実施に係る業務委託料等
・大佐和地区（西大和田の一部）

61 土木費 市道湊富士見台線整備事業 49,282 47,500 1,782
天羽中学校進入路の拡幅工事に係る測量・
設計業務委託、道路改良工事等

62 土木費 市道稲荷口線排水整備事業 新 9,000 8,100 900 地域排水整備工事

63 土木費 二間塚地域排水整備事業 50,000 48,500 1,500
・測量・設計業務委託料
・地域排水整備工事

64 土木費
防災・安全交付金事業
（トンネル長寿命化修繕事業）

20,000 11,000 9,000 長寿命化計画策定業務委託料

65 土木費
防災・安全交付金事業
（舗装長寿命化修繕事業）

新 15,000 7,500 7,500 長寿命化計画策定業務委託料

66 土木費
防災・安全交付金事業
（法面長寿命化修繕事業）

新 15,000 7,500 7,500 長寿命化計画策定業務委託料

67 土木費
社会資本整備総合交付金事業（交付金分）
（市道山王下飯野線整備事業）

総 10,227 5,113 5,114
・埋蔵文化財発掘調査業務委託料
・道路用地取得費
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68 土木費
社会資本整備総合交付金事業（交付金分）
（市道下飯野線整備事業）

総 90,500 45,250 43,800 1,450

・測量・設計業務委託料
・道路改良工事等
・道路用地取得費
・物件補償費

69 土木費
社会資本整備総合交付金事業（交付金分）
（市道浅間山線事業）

総 105,700 52,850 51,200 1,650
・測量・設計業務委託料
・道路改良工事等
・道路用地取得費

70 土木費
社会資本整備総合交付金事業（交付金分）
（市道学校前線道路整備事業）

総 10,000 5,000 4,500 500 道路改良工事等

71 土木費
地方創生道整備推進交付金事業
（市道小久保岩瀬線整備事業）

総 50,000 25,000 22,500 2,500 道路改良工事等

72 土木費
防災・安全交付金事業
（橋梁長寿命化修繕事業）

総 150,000 82,500 65,400 2,100 市道海岸線（海岸橋）橋梁補修工事

73 土木費 君津富津広域下水道組合負担金 153,000 20,000 133,000 君津富津広域下水道組合負担金

74 土木費
ふれあい公園整備事業
（公園施設長寿命化計画策定業務委託料）

総
・
新

24,962 24,962 長寿命化計画策定業務委託料

75 土木費
ふれあい公園整備事業
（備品）

総
・
新

10,713 6,000 4,713 円盤・ハンマー投げ用囲い購入

76 消防費
消防庁舎維持管理費
（天羽分署トイレ改修工事）

新 5,467 5,000 467 天羽分署トイレの全面改修

77 消防費
団員制服等購入事業
（機能別消防団員装備品）

新 1,771 295 1,476
機能別消防団員の安全装備品の購入
（ケプラー手袋、救助用半長靴、保安帽）
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左 の 財 源 内 訳

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

事業
番号

目的別
予　算　書　事　業　名

（　内　　容　）
区分

78 消防費
消防施設整備事業
（ホース格納箱撤去委託料）

新 6,600 6,600

市内全域の消火栓用ホース及びホース格納
箱の老朽化に伴う撤去
※代替として自主防災組織へ消火用資機材
を交付[事業番号81]

79 消防費
消防自動車等整備事業
（軽可搬ポンプ付積載自動車購入）

新 12,500 568 8,900 3,032
消防団第11分団第1部、2部の軽可搬ポンプ
付積載自動車の更新（各1台）

80 消防費
消防団詰所等整備事業
（詰所改築工事）

新 26,634 2,245 24,300 89
消防団第7分団第１部（湊）の詰所改築工
事

81 消防費 自主防災組織促進事業
総
・
新

9,055 4,526 4,529

・災害対策コーディネーター養成[新規]
　　消耗品費（資格取得者帽子等）、
　　養成講座委託料
・自主防災組織支援
　　活動資機材交付（新設4団体、更新
　　2団体）
　　消火用資機材交付[新規]（49団体）

82 消防費 防災情報通信ネットワーク整備事業 165,374 165,300 74
電波法の改正に伴い、防災行政無線設備を
デジタル化（大佐和地区　子局48局・戸別
受信機150台）

83 教育費
私立幼稚園就園奨励事業
（私立幼稚園就園奨励費補助金）

総 54,140 16,507 37,633

私立幼稚園が、保護者から徴収する保育料
等を減額または免除する場合に、当該幼稚
園に対して補助金を交付
※第3子以降の保育料等を実質無料化
　対象：27人　4,617千円

84 教育費
私立幼稚園就園奨励事業
（私立幼稚園振興費補助金）

拡 500 500
私立幼稚園の教育振興を図るため、交付要
綱に基づく補助金を交付
対象：明澄幼稚園、大佐和幼稚園

85 教育費 小中学校再配置推進事業 総 17,996 17,996

平成32年度の学校統廃合に伴う移転業務委
託、校名表示板設置委託、閉校記念事業補
助金等

統合後新校名：大佐和中学校、天羽中学
校、天羽小学校
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86 教育費 パラリンピックを活用した教育推進事業 新 3,881 3,881

国際感覚の醸成や福祉教育の一環として、
平成32年に自国開催されるパラリンピック
競技を市内小中学生が観戦するためのチ
ケット購入費

87 教育費
要保護及び準要保護児童就学援助事業
（小学校）

12,261 6 10,000 2,255
経済的な理由により、就学が困難な児童の
保護者に対する学用品・給食費・入学準備
金等の補助

88 教育費
学力向上推進事業
（小学校指導補助教員報酬）

総 7,990 5,000 2,990
小学校において、学習に対するつまずきを
解消することを目的とした放課後学習教室
を実施

89 教育費
要保護及び準要保護生徒就学援助事業
（中学校）

10,609 42 10,000 567
経済的な理由により、就学が困難な生徒の
保護者に対する学用品・給食費・入学準備
金等の補助

90 教育費 天羽中学校校舎改築事業 拡 1,153,999 385,291 719,800 48,908

老朽化に伴う校舎改築事業費
・手数料
・校舎移転業務委託料
・校舎改築工事監理業務委託料
・校舎改築工事
・校舎外構工事
・備品
【継続費】

91 教育費 家庭教育指導員設置事業 拡 1,928 652 1,276

これまでの家庭教育相談･指導業務に加
え、新たに家庭教育支援員を設置し、放課
後の子どもの居場所や体験活動を提供しつ
つ保護者の相談にも対応する「放課後ルー
ム」を市内３箇所で実施

92 教育費 ブックスタート事業 総 203 203
健診等の機会に乳幼児に絵本を提供し、読
み聞かせを行うことで、子育て支援の充実
を図る。

93 教育費
富津公民館管理運営費
（空調機改修、ホール棟屋上防水工事）

拡 77,680 58,100 19,000 580
・空調機改修工事監理業務委託
・空調機改修工事
・ホール棟屋上防水改修工事
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94 教育費
図書館関係費
（図書館管理システム導入・運用経費）

新 2,900 2,900

利用者の利便性向上のため、公民館及び市
民会館図書室と移動図書館の蔵書データを
ネットワークで一括管理するためのシステ
ム導入運用経費

95 教育費
文化財保護関係費
(鋸山文化財活用検討関係費）

総
・
新

146 146
鋸山の文化財活用検討のための現地調査、
先進事例視察等費用

96 教育費
市体育施設管理運営事業
（旧社会体育館解体関係費）

112,227 101,000 11,227 旧社会体育館の解体工事及び監理業務委託

97 教育費
市体育施設管理運営事業
(総合社会体育館修繕調査業務委託料）

総
・
新

2,266 2,266
総合社会体育館の今後の修繕方針等を検討
するための調査委託

98 諸支出金
道路用地取得事業
街路用地取得事業
バスターミナル用地取得事業

49,945 49,945
市土地開発公社分
【債務負担行為】


